
第三セクターの経営の健全化等に関する

行動計画（第４次）の年次見直し

令和５年１１月

第三セクターのあり方に関する検討委員会



第４次行動計画における法人分類

県関与 経営状況 取組の方向性 法人名
行動計画
の見直し

(公財)秋田県国際交流協会

秋田空港ターミナルビル(株)

大館能代空港ターミナルビル(株)

(公財)秋田県生活衛生営業指導センター ○

(公社)秋田県農業公社

(公社)秋田県青果物基金協会

(公財)秋田県木材加工推進機構

(公財)秋田県林業労働対策基金

秋田県信用保証協会

(公財)あきた企業活性化センター

秋田県土地開発公社 ○

(公財)暴力団壊滅秋田県民会議

秋田内陸縦貫鉄道(株)

由利高原鉄道(株)

(公財)あきた移植医療協会

(公財)秋田県栽培漁業協会

(公財)秋田県林業公社 ○

Ｃ． 他の法人と類似した業務を行っている等、
統合することでより強固な事業実施体制を
確立できる法人

法人の
統合

－ ・他の法人との統合、事業
　の統合

該当なし

(株)秋田県分析化学センター ○

※(一財)秋田県建築住宅センター：R4.8出捐金
の減額により対象外

(株)秋田ふるさと村

(株)男鹿水族館

(株)マリーナ秋田

(株)秋田県食肉流通公社

(一財)秋田県資源技術開発機構 ○

田沢湖高原リフト(株)

十和田ホテル(株)

安定 ・安定的経営の継続 (株)玉川サービス

健全化
が必要

・要経営改善 該当なし

法人の
解散・
統合

－ ・法人の解散・統合 該当なし
※秋田臨海鉄道(株)：R5.5解散により対象外

法人区分

Ⅲ．設立目的が達成された法人又は事業の必要性が低下
　　した法人

健全化
が必要

・要経営改善
・公益的事業の安定実施

安定 ・県出資額等の引き揚げ

概ね
安定

・内部留保の積み増し

健全化
が必要

・累積赤字の解消

Ｇ． 出資等の経緯や県の施策上の問題等によ
り、直ちに県関与の縮小・廃止を図ること
が困難な法人

継続

　

Ⅰ
．
公
共
的
役
割
が
十
分
に
認
め
ら
れ
る
法
人

Ａ．

Ｂ．

本来県が実施すべき事業を主たる事業とす
る法人
実施する事業が県の施策と関連性があり、
当面公共サービスの安定的な担い手と位置
づけられる法人

継続 安定 ・安定的経営の継続
・公益的事業の安定実施

　

Ⅱ
．
相
当
程
度
の
公
共
的

　
　
　

役
割
が
認
め
ら
れ
る
法
人

Ｄ．

Ｅ．

Ｆ．

県が直接民間企業に委託することが可能な
業務を主たる事業とする法人
設立支援を目的として出資等をした法人
で、その目的が達成・達成の見込みがある
法人
事業や施策をより効率的・効果的に推進す
るため、県との関係を出資等以外の方法に
より再構築する法人

縮小・
廃止

※旧公益法人制度での財団法人から

  一般財団法人に移行した法人
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法人別行動計画（行動計画の見直しがある法人）

Ⅰ．公共的役割が十分に認められる法人

法人名 (公財)秋田県生活衛生営業指導センター 所管課 生活衛生課

県関与 継続 取組の

方向性

・安定的経営の継続

・公益的事業の安定実施経営状況 安定

見直し状況 現行 見直し後

目 標 ○生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第57条の３に基づき、生衛業の専門指導機関として知事が指定した団体であり、

収支均衡による安定的経営を継続し、公益的事業の安定実施に努める。

取 組 ○法人が実施する公益的事業

・相談指導事業（窓口相談、巡回指導、融資指導等）

・情報化整備事業（ホームページによる情報発信）

・後継者育成支援事業（中学校、高校への出前講座や講習会の

開催）

・健康・福祉対策推進等事業（研修会の開催等）

【目標】

法人の中核業務である相談指導事業の年間相談件数：430件

○法人が実施する公益的事業

・相談指導事業（窓口相談、巡回指導、融資指導等）

・情報化整備事業（ホームページによる情報発信）

・後継者育成支援事業（中学校、高校への出前講座や講習会の

開催）

・健康・福祉対策推進等事業（研修会の開催等）

【目標】

法人の中核業務である相談指導事業の年間相談件数：430件

後継者育成支援事業による体験学習に満足した人の割合：80％

見直し理由 県民の日常生活に密着した飲食業や理・美容業などの生活衛生営業については、秋田県第三セクターの運営状況評価に係る外部有識者委

員会の提言のとおり、後継者の確保・育成が喫緊の課題であることから、中学生や高校生が体験学習を通じ、生活衛生営業への関心を高め、

将来の進路の選択肢となるような取組を強化することとし、当該体験学習に対する満足度を目標として追加する。
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法人名 秋田県土地開発公社 所管課 建設政策課

県関与 継続 取組の

方向性

・安定的経営の継続

・公益的事業の安定実施経営状況 安定

見直し状況 現行 見直し後

目 標 ○第２期秋田県土地開発公社経営計画（Ｒ４～８年度）に基づき、今

後も収支均衡を確保し、安定的な経営体制を維持するとともに、

公

益的事業の安定実施に努める。

【目標】当期利益額

Ｒ４年度：23,000千円、Ｒ５年度：17,000千円、

Ｒ６年度：23,000千円、Ｒ７年度：22,000千円

○第２期秋田県土地開発公社経営計画（Ｒ４～８年度）に基づき、

安定的な経営体制を維持するとともに、公社

設立の目的である公有地の拡大、公共用地の取得を着実に遂行し、公

益的事業の安定実施に努める。

【目標】県からの受託業務における取得対象用地の

契約達成割合…90%以上

取 組 ○用地取得業務については、県等と十分な情報交換や調整を行いなが

ら業務の受託拡大に取り組んでいく。

○また、受託業務を円滑に遂行するため、業務実施上の課題等を検証

し、業務精度の向上や技術の改善を図る。

【目標】受託事務量の確保…115百万円／年

県用地担当者に対する用地取得委託業務実態調査の

総合評価…平均80点

用地取得に係る契約件数…754件／年

○用地取得業務については、県等と十分な情報交換や調整を行いなが

ら公益的事業の安定実施に努める。

○また、受託業務を円滑に遂行するため、業務実施上の課題等を検証

し、業務精度の向上や技術の改善を図る。

【目標】

県用地担当者に対する用地取得委託業務実態調査の

総合評価…平均80点

見直し理由 現行の行動計画において目標としている当期利益額や受託事務量の確保、用地取得に係る契約件数については、国や県等の発注動向に左

右されるものであり、法人の経営努力によるものではないことから、秋田県第三セクターの運営状況評価に係る外部有識者委員会の提言を

踏まえて、公共的事業の安定実施に資する目標に見直しを図る。
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法人名 (公財)秋田県林業公社 所管課 林業木材産業課

県関与 継続 取組の

方向性

・要経営改善

・公益的事業の安定実施経営状況 健全化が必要

見直し状況 現行 見直し後

目 標 ○「第10次長期経営計画」Ⅱ基本方針の【重点事項】に基づき、分収

造林契約の変更等により、収支を改善するとともに、市場のニーズに

対応する計画的かつ効率的な森林施業を展開する。なお、Ｒ４年度に

次期長期経営計画を策定予定であることから、策定後に行動計画の見

直しを検討する。

○「第11次長期経営計画」Ⅱ基本方針の【重点事項】に基づき、分

収造林契約の変更等により、収支を改善するとともに、市場のニーズ

に対応する計画的かつ効率的な森林施業を展開する。

取 組 ○収支の改善に向け、分収契約期間の延長や針広混交林化施業の同意

に取り組む。

(1) 分収契約期間の延長（50年→80年）

【目標】Ｒ４～７年度：208ha

(2) 分収割合の変更（林業公社分６割→７割）

【目標】Ｒ４～７年度：378ha

(3) 針広混交林化・広葉樹林化施業の同意

【目標】Ｒ４～７年度：622ha

(4) 除地協定の締結

【目標】Ｒ４～７年度：274ha

○収支の改善に向け、分収契約期間の延長や針広混交林化施業の同意

に取り組む。

(1) 分収契約期間の延長（50年→80年）

【目標】Ｒ４年度：104ha、Ｒ５年度：20ha、

Ｒ６年度：20ha、Ｒ７年度：20ha

(2) 分収割合の変更（林業公社分６割→７割）

【目標】Ｒ４年度：24ha、Ｒ５年度：20ha、

Ｒ６年度：20ha、Ｒ７年度：20ha

(3) 針広混交林化・広葉樹林化施業の同意

【目標】Ｒ４年度：4ha、Ｒ５年度：20ha、

Ｒ６年度：20ha、Ｒ７年度：20ha

(4) 除地協定の締結

【目標】Ｒ４年度：47ha、Ｒ５年度：20ha、

Ｒ６年度：20ha、Ｒ７年度：20ha
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○市場ニーズに対応した森林施業を展開するため、収穫間伐事業や更

新伐事業に取り組む。

(1) 収穫間伐事業の実施

【目標】Ｒ４年度：1,263ha、Ｒ５年度：1,522ha、

Ｒ６年度：1,563ha、Ｒ７年度：1,562ha

(2) 更新伐事業の実施

【目標】Ｒ４年度：0ha、Ｒ５年度：0ha、

Ｒ６年度：11ha、Ｒ７年度：24ha

(3) 作業道開設事業の実施

【目標】Ｒ４年度：23,200m、Ｒ５年度：27,900m、

Ｒ６年度：28,700m、Ｒ７年度：28,600m

○市場ニーズに対応した森林施業を展開するため、収穫間伐事業

に取り組む。

(1) 収穫間伐事業の実施

【目標】Ｒ４年度：706ha、Ｒ５年度：784ha、

Ｒ６年度：680ha、Ｒ７年度：692ha

見直し理由 法人が定める「第11次長期経営計画」に基づき、分収造林契約の変更の進捗度合いや木材市況を踏まえた目標値に見直しを図る。
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Ⅱ．相当程度の公共的役割が認められる法人

法人名 (株)秋田県分析化学センター 所管課 環境管理課

県関与 縮小・廃止 取組の

方向性

・県出資等の引き揚げ

経営状況 安定

見直し状況 現行 見直し後

目 標 ○県保有株式の一部処分に向けた取組を行う。 ○県保有株式の一部処分に向けた取組を行う。

○第４次行動計画の最終年である令和７年度の売上目標額を730,000

千円に設定し、安定的経営の強化に努めていく。

取 組 ○現株主への株式の買い増しの働きかけを行う。

○新たな株主の開拓の検討を行う。

○現株主への株式の買い増しの働きかけを行う。

○新たな株主の開拓の検討を行う。

○県内外における継続業務の堅持、コスト削減、物価高騰等の影響を

踏まえた測定・分析料金の設定などの取組を進め、環境アセスメント

関連業務等のさらなる受注拡大を図る。

見直し理由 秋田県第三セクターの運営状況評価に係る外部有識者委員会からの提言を踏まえ、安定的経営の強化に努めるため、法人運営

に関する目標やこれに資する取組を追加する。
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Ⅲ．設立目的が達成された法人又は事業の必要性が低下した法人

○該当法人なし

法人名 (一財)秋田県資源技術開発機構 所管課 クリーンエネルギー産業振興課

県関与 縮小・廃止 取組の

方向性

・内部留保の積み増し

経営状況 概ね安定

見直し状況 現行 見直し後

目 標 ○新規事業であるＰＶＣＪ事業の収益を収入源の主力とするため、Ｒ

４年度以降は全国規模の事業を実施し、収益確保につながる事業の展

開を目指す。

また、効果的・効率的な法人運営に取り組むことで経営の安定化を

図り、まずは単年度ごとの決算の黒字化を図る。

【目標】新規事業収益（ＰＶＣＪ事業）

Ｒ４年度 事業規模5,000千円、決算ベースで収支均衡

Ｒ５年度以降 各年度決算ベースで5,000千円の黒字

○財務状況を踏まえ、県と機構において法人運営の方向性を検討す

る。

○法人の収益改善の一助とするため、新規事業として使用済み太陽光発

電パネルのリユース・リサイクルを推進するＰＶＣＪ事業に取り組み、

Ｒ４年度以降は全国展開等による規模の拡大を目指すこととする。

また、経営合理化の徹底を図ることにより、効率的な法人運営の体制

を構築するとともに、運用資産の組替を行うことで、まずは収支均衡を

達成し、内部留保の積み増しが可能となるよう黒字体質へと転換を図っ

ていく。

【目標】法人全体の収益

Ｒ４年度 赤字 → Ｒ５年度 収支均衡 →

Ｒ６年度以降 黒字転換

取 組 ○社会状況の変化等へ柔軟に対処できるよう、関係性が高い外部機関

との連携強化や人材の確保を図る。

○使用済み太陽光発電パネルの適正処理管理を行うＰＶＣＪ事業に

ついて、その他事業として展開するものの公益性が高い事業であるた

め、今後の状況、事業規模の広がり、業界団体の動きなどを見極めた

上で、収益の改善に努めるとともに、法人の今後のあり方を具体的に

検討し、第４次計画期間内にその結論を得る。

○以下の取組を展開することにより、収支均衡を達成し、ひいては黒字

体質への転換を図る。

・固定費等の経費節減の徹底を図る。

・収益の向上につながるよう、運用資産の組替を実施する。

・ＰＶＣＪ事業の収益化に向けて、事業活動の基盤となる専用ホームペ

ージを開設・運営するとともに、鉱業関連企業や大手電力会社と連携

し、使用済み太陽光発電パネルの収集等を担う会員を全国規模で獲得

する取組を展開する。

見直し理由 法人の黒字体質への転換に向けたプロセスと取組の具体的な内容を明示するため、目標及び取組の見直しを図る。
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